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１ 債権管理重点プランの基本的な考え方 

  債権管理重点プラン（平成２６～２９年度）においては、収納率の向上と収入未済額

の縮減に向けて、以下の基本的考え方５項目に基づき各債権の管理に力を注いできた。 

 

（１）現年分徴収の徹底 

現年分の徴収の成果が、その後の滞納繰越額の増減に直結することから、現年分収納

率の向上を目指し、目標数値の達成に全力をあげる。 

  

（２）滞納整理の強化 

公法上の債権については、より効率的な督促・催告の実施や財産調査、差押等の滞納

整理の強化を図る。私法上の債権については、司法的手段を講じることも含めてその履

行確保に努める。 

 

（３）収納事務の改善 

期限内納付による収納率向上に向け、口座振替やコンビニ収納などの利用促進を図る

とともに、将来のマルチペイメントの実施に向け、検討を進める。 

  

（４）職員の専門性の向上と債権管理体制の強化 

専門研修の充実、各債権管理所管課が持つノウハウの庁内共有化などにより、職員の

専門性を向上させるとともに、民間事業者の活用も含めた債権管理体制の強化を進める。 

  

（５）制度運用の適正化 

保険料賦課、貸付金の貸付等の制度運用について、引き続き、その適正化を進める。 
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２ 平成２９年度における債権の状況 

 

（１）概況 

  区では、平成２６年度から平成２９年度までの向こう４ヵ年にわたる債権管理重点プ

ランを策定し、さらなる収納率の向上と収入未済額の縮減に向け、取り組んできた。 

  平成２９年度決算における区の保有する全債権にかかる収入未済額は、約１３４億円

で、前年度と比べ、約５億７千万円の減となり、債権管理重点プランに掲げる９債権の

収入未済額の総額においても、前年度と比べ、減となった。 

   

（２）区の保有する全債権（会計区分ごと）にかかる収入未済額の前年度比較 

（単位：千円） 

会計区分 28年度(a) 29年度(b)  増減額(b)-(a) 

一般会計 6,880,380 6,325,614 △ 554,766 

国民健康保険事業会計 6,261,945 6,242,534 △ 19,411 

後期高齢者医療会計 322,985 325,475 2,490 

介護保険事業会計 472,838 466,758 △ 6,080 

学校給食費会計 4,482 9,962 5,480 

合計 13,942,630 13,370,342 △ 572,288 

（△はマイナスを表す） 

 

（３）平成２９年度 区の保有する全債権にかかる収入未済額内訳 

（単位：円） 

会計名称 款名称等 債権名 収入未済額 

一般会計 

特別区税 
特別区民税 特別区民税 4,470,925,164 

軽自動車税 軽自動車税 43,372,147 

諸収入 貸付金返還金 

奨学資金等貸付金返還金 93,223,757 

女性福祉資金貸付金返還金（利子

含） 
50,808,321 

区民生活事業資金貸付金返還金 27,574,935 

応急小口資金貸付金返還金 35,678,291 

母子及び父子福祉応急小口資金貸

付金返還金 
10,048,780 

中小企業振興事業資金貸付金返還

金、福祉奨学資金等貸付金返還金、

災害応急援護資金貸付金返還金

（利子含） 

8,406,323 
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（単位：円） 

会計名称 款名称等 債権名 収入未済額 

一般会計 

諸収入 

生活保護費 生活保護費 1,330,911,710 

児童手当等返還金 児童手当等返還金 28,718,370 

違約金・賠償金 
契約違約金、前払金返還利息、賠償金 

区広報板破損に伴う損害賠償金 
3,837,396 

利用者負担金 自立支援給付利用者負担金 1,206,817 

参加料・利用料 

福祉緊急対応、ひとり親・養育困難家庭、

成年後見制度、高齢者トワイライトステイ

モデル事業（緊急雇用創出事業）、次大夫

堀公園自然体験農園事業、中学校土曜講習

会、姉妹都市中学生交流事業参加料、生ご

み減量講習会等参加料 

3,895,367 

その他 返還金・ 

戻入金等 

心身障害者福祉手当・福祉手当過払い金 4,753,200 

学童クラブ間食費 1,028,000 

定額給付金返還金、行旅病人死亡人、移動

支援サービス返還金 等 
2,165,672 

緊急・一時保育料 区立保育園（緊急、一時）保育料 693,025 

住宅共益費、住宅

利用料 

子育てファミリー住宅共益費、特定公共賃貸住

宅共益費、区立地域有料賃貸住宅共益費 
1,228,119 

納付金 非常勤職員社会保険料 622,045 

光熱水費等負担金 
北沢出張所、在宅復帰施設（烏山）、公園身近

な広場 
274,093 

分担金

及負担

金 

保育所費 保育園保育料 72,523,855 

老人福祉施設費 養護老人ホーム入所者負担金 2,079,775 

児童保護費 入院助産入所者負担金 249,480 

母子生活支援施設費 私立母子生活支援施設入所者負担金 64,800 

使用料

及手数

料 

 

公的住宅 

 

区営住宅使用料（共益費含） 77,971,598 

特定公共賃貸住宅（基金）使用料、子育て

ファミリー住宅使用料、区立地域優良賃貸

住宅使用料 

28,389,157 

区民センター、地区会館等 けやきネット施設利用料 6,603,090 

高齢者住宅 高齢者集合住宅使用料、新樹苑使用料 6,293,778 

幼稚園 区立幼稚園入園料及び保育料 672,810 

民生施設 

障害者福祉施設使用料、奥沢福祉園、在宅

復帰施設（烏山）使用料、障害者緊急一時

保護（なかまっち）使用料、身体障害者自

立体験ホーム使用料、生活寮使用料 

968,126 

その他 学童クラブ利用料、公園有料施設料 10,425,840 
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（単位：円） 

会計名称 款名称等 債権名 収入未済額 

国民健康

保険事業

会計 

国民健康保

険料 
国民健康保険料 国民健康保険料 6,103,868,399 

諸収入 
第三者納付金 第三者行為損害賠償金等 10,212,953 

返納金 無資格受診等返還金等 128,452,589 

後期高齢

者医療会

計 

後期高齢者

医療保険料 
後期高齢者医療保険料 後期高齢者医療保険料 325,474,578 

介護保険

事業会計 

保険料 介護保険料 介護保険料 438,180,212 

諸収入 
返納金 居宅介護サービス給付費 19,477,874 

加算金 居宅介護サービス給付金 9,099,479 

学校給食

費会計 
給食費 給食費収入 中学校給食費 9,962,341 

合  計 13,370,342,266 

 

 

 

（４）債権管理重点プランに掲げる９債権の収入未済額等の前年度比較 

  債権管理重点プランに掲げる９債権（生活保護費債権については、本プランの推進状

況の報告より掲載）の平成２９年度における収入の現況を前年度と比較し、収入未済額

及び収納率から、その増減を示したものが下記の表１～３である。   

                                          

現年分と滞納繰越分における収入未済額の前年度との比較（表１）     （単位：千円） 

債権 

現年分 滞納繰越分 

28年度 

(a) 

29年度 

(b) 

増減 

(b)-(a) 

28年度 

(a) 

29年度 

(b) 

増減 

(b)-(a) 

特別区民税 1,693,004 1,502,209 △ 190,795 3,421,346 2,968,716 △ 452,630 

国民健康保険料 3,691,381 3,654,219 △ 37,162 2,427,413 2,449,649 22,236 

介護保険料 236,452 238,755 2,303 204,257 199,425 △ 4,832 

保育園保育料 23,480 28,573 5,093 47,489 43,951 △ 3,538 

区立幼稚園保育料 237 245 8 611 428 △ 183 

生活保護費 219,959 233,106 13,147 1,020,142 1,097,806 77,664 

奨学資金貸付金 7,222 6,073 △ 1,149 95,521 87,151 △ 8,370 

区営住宅使用料 18,156 17,974 △ 182 46,131 59,998 13,867 

中学校給食費 1,148 6,377 5,229 3,334 3,585 251 

（△はマイナスを表す） 
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現年分に滞納繰越分を合わせた収入未済額の前年度との比較（表２）  （単位：千円） 

債権 28年度(a) 29年度(b) 増減(b)-(a) 

特別区民税 5,114,350 4,470,925 △ 643,425 

国民健康保険料 6,118,794 6,103,868 △ 14,926 

介護保険料 440,709 438,180 △ 2,529 

保育園保育料 70,969 72,524 1,555 

区立幼稚園保育料 848 673 △ 175 

生活保護費 1,240,101 1,330,912 90,811 

奨学資金貸付金 102,743 93,224 △ 9,519 

区営住宅使用料 64,287 77,972 13,685 

中学校給食費 4,482 9,962 5,480 

合計 13,157,283 12,598,240 △ 559,043 

（△はマイナスを表す） 

 

収納率の前年度との比較（表３） 

債権 

現年分 滞繰分 計 

28年度

(a) 

29年度

(b) 

増減

(b)-(a) 

28年度

(a) 

29年度

(b) 

増減

(b)-(a) 

28年度

(a) 

29年度

(b) 

増減

(b)-(a) 

特別区民税 98.5% 98.7% 0.2% 32.1% 33.2% 1.1% 95.4% 95.9% 0.5% 

国民健康保険料 86.4% 86.5% 0.1% 32.8% 32.7% △0.1% 76.4% 76.8% 0.4% 

介護保険料 98.4% 98.4% 0.0% 15.6% 16.2% 0.6% 96.1% 96.0% △0.1% 

保育園保育料 99.4% 99.4% 0.0% 29.1% 25.5% △3.6% 98.0% 98.2% 0.2% 

区立幼稚園保育料 99.7% 99.7% 0.0% 25.1% 29.7% 4.6% 98.8% 99.0% 0.2% 

生活保護費 37.5% 42.2% 4.7% 4.8% 4.4% △0.4% 12.4% 13.7% 1.3% 

奨学資金貸付金 87.0% 88.0% 1.0% 13.2% 13.7% 0.5% 37.5% 38.7% 1.2% 

区営住宅使用料 96.6% 96.6% 0.0% 16.8% 9.4% △7.4% 89.2% 87.0% △2.2% 

中学校給食費 99.3% 99.0% △0.3% 17.3% 11.3% △6.0% 96.9% 98.4% 1.5% 

（△はマイナスを表す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入未済額を前年度と比較した表１によると、各債権の現年分の収入未済額は、４つの

債権（特別区民税、国民健康保険料、奨学資金貸付金、区営住宅使用料）においてそれぞ

れ減少した。また、現年分収納率の前年度比較を表３から見ると、４つの債権（特別区民

税、国民健康保険料、生活保護費、奨学資金貸付金）で、それぞれ前年度を０．１～４．

７ポイントの範囲で上回った。 

次に、現年分に滞納繰越分を合わせた収入未済額の計を表２により前年度と比較する

と、５つの債権（特別区民税、国民健康保険料、介護保険料、区立幼稚園保育料、奨学資

金貸付金、）においてそれぞれ減少した。現年分に滞納繰越分を合わせた収納率の計につ

いては、表３のとおり、７つの債権（特別区民税、国民健康保険料、保育園保育料、区立

幼稚園保育料、生活保護費、奨学資金貸付金、中学校給食費）がそれぞれ前年度０．２～

１．５ポイントの範囲で上回った。 
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３ 平成２９年度の主な取組み実績 

（１）口座振替利用と納付機会の拡大 

安定した納付につながる口座振替の利用の促進をはじめ、コンビニ収納、携帯電話・

スマートフォンを活用したモバイルレジによる収納やキャッシュカードを活用した口座

振替受付サービスの利用を促進し、納入義務者の利便性を高め、期限内納付を進めた。 

また、納付機会の拡大をめざしクレジットカードを利用したインターネットからの納

付について、システム開発や広報等の準備を行い平成２９年度から利用を開始した。同

じく検討案件であるマルチペイメントについては、システム開発の動向等を鑑みながら

検討を継続する。 

 

① 債権ごとのコンビニ収納利用件数割合の推移（過去５年） 

債  権 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

軽自動車税 64.6% 65.4% 65.8% 68.5% 68.0% 

特別区民税 ※普通徴収分 42.4% 48.2% 43.9% 44.3% 50.3% 

国民健康保険料 36.7% 37.5% 40.4% 40.9% 40.9% 

介護保険料 34.8% 34.7% 35.3% 34.3% 34.9% 

②モバイルレジ収納の利用件数の推移（過去５年） 

債  権 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

特別区税 1,328 件 1,716 件 2,259 件 2,845 件 2,244 件 

国民健康保険料 845件 900件 1,269 件 1,812 件 1,728 件 

介護保険料 16 件 30 件 27 件 78 件 102件 

③キャッシュカードを活用した口座振替受付サービスの新規登録件数の推移（過去５年） 

債  権 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

特別区税 83 件 86 件 98 件 92 件 100件 

国民健康保険料 685件 683件 600件 581件 667件 

介護保険料 21 件 16 件 16 件 31 件 27 件 

④インターネット上でのクレジットカードを利用した納付の利用件数の推移（開始年度から） 

債  権 29 年度 

特別区税 7,921 件 

国民健康保険料 4,624 件 

 

〔参考〕マルチペイメントについて 

マルチペイメント（マルチペイメントネットワーク MPN）とは、各種の料金・税金などの収納を

行う収納企業・公共団体と各種金融機関をつなぐネットワークをいう。マルチペイメントを導入する

と、利用者は、ATMやパソコン、携帯電話等から税金、国民健康保険料、各種の料金などの支払いを

行うことができ、そのデータは、収納企業・公共団体と金融機関へ即座に反映される。 
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（２）電話催告センターの活用 

特別区民税、国民健康保険料、保育園保育料、区営住宅使用料、中学校給食費にお

いて、電話催告センター等を活用し、滞納初期の段階での「未納のお知らせ」と「納

付勧奨」を行った。この取組みは、主に滞納初期の未納について、スピーディーにそ

のお知らせと納付勧奨を行い、滞納額累積による徴収困難者の発生を未然に防ぐこと

を狙いとし、電話催告システム等を活用し、効率的な電話催告を行っている。また、

電話催告センターの運営については、民間事業者に委託しており、事業者の有する電

話催告のノウハウ等を区の債権回収に活用した。 

 

〔参考〕電話催告センターについて 

    電話催告センターの運営は民間事業者に委託しており、架電は、区役所納税課事務室内、保育

課別館事務室で行っている。土曜、日曜、祝日も催告を実施しており、架電時間はそれぞれ、納

税課事務室内からは午前 9 時から午後 5 時の間（指定した日は、午後 8 時の間）、保育課別館事

務室からは午後 6 時から午後 8 時の間である。電話催告センターの業務体制は、業務責任者、副

業務責任者、電話催告員で構成しており、1 日あたり、平均 5 名体制で行っている。 

     

（３）滞納整理の強化と公売の実施 

過去５年の滞納整理の件数の推移は、下記表のとおりとなった。 
 

滞納整理の推移               （単位：件） 

 差押 

債権  （年度） 25 26 27 28 29 

特別区民税 5,847 7,350 6,650 7,011 7,628 

国民健康保険料 622 784 1,269 2,191 1,821 

介護保険料 （9） （7） （2） （6） （4） 

※ 介護保険料の差押件数は交付要求の数である。          

 （単位：件） 

 公売 捜索 

債権  （年度） 25 26 27 28 29 25 26 27 28 29 

特別区民税 1 2 2 1 1 5 5 4 3 5 

国民健康保険料 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

介護保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
〔参考〕 

・差押について 

特定の有体物又は権利について、私人の事実上・法律上の処分を禁止し、確保することをいう。 

・公売について 

差し押さえている不動産や動産等を、入札等の方法により売却する制度のことをいう。 

・捜索について 

財産調査の一環として、滞納者の所有物又は居住その他の場所につき差し押さえるべき財産の発見

等のため立ち入って直接調査することをいう。 
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（４）職員の専門性の向上 

債権管理研修を実施し、ノウハウや知識の向上と業務改善の視点を持った職員の育

成に取り組んだ。 

 

①債権管理研修 

２日間に渡り延べ８７名が出席した。研修の内容としては、東京弁護士会自治

体等法務研究部の弁護士を講師として、自治体債権管理における債権の意義から

私法上の債権における司法手続きに至るまで、債権管理における基礎知識の習得

に努めた。 

 

②納税課内研修（中級） 

３日間に渡り延べ４４名が参加した。特別区民税を所管する納税課主催の研修

だが、同じく滞納処分の規定がある公法上の債権（国民健康保険料、介護保険料、

後期高齢者医療保険料）を担当とする職員も参加し、ノウハウの共有化を図った。 

  

（５）私法上の債権における履行確保の強化 

再三の催告にもかかわらず、正当な理由もなく支払いに応じない私法上の債権の債

務者に対して、公平性・公正性の見地から法的手続きによる履行の確保を図るべく、

弁護士に委任し、その整理・回収を図った。 

平成２９年度においては、区営住宅使用料、奨学資金貸付金、中学校給食費の３債

権、計３０件を委任し、次年度に継続した案件を含め、債権の一括弁済又は分納の合

意等、約４割の案件が支払いに応じている。 

この取組みは、平成２２年度から開始しており、委任開始以降からみると、約６割

の案件が支払いに応じた。 

一方、多重債務等の問題を抱える債務者に対しては、弁護士が有する多重債務の専

門的なノウハウに基づく納付相談を行い、適宜、法テラス等による債務整理につなぐ

など、債務者の生活再建を考慮した対応を行った。 

 

〔参考〕公法上の債権と私法上の債権の違いについて 

公法上の債権には、特別区民税をはじめとして、国民健康保険料、介護保険料、保育園保育料等

がある。特別区民税においては、地方税法に滞納処分に関する規定があり、また、それ以外の債権

についても、それぞれの根拠とする法律に「国税又は地方税の滞納処分の例を準用する」旨の規定

があり、その履行を確保するために区が自ら強制徴収をする手段が認められている（強制徴収公債

権）。それに対して、私法上の債権である区営住宅使用料、学校給食費、各種の貸付金等は、民法

や商法といった私法に基づく契約であるため、滞納者が自ら弁済しない限り、裁判所の力によらな

いで、区が独力で強制徴収することはできない。 
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４ 債権ごとの取組み 

債権ごとの個票の取組みは、１２ページ以降のとおりである。 

 

（１）対象の債権 

区が保有する債権は多岐にわたるため、主な公法上の債権（①～⑥）及び多額の収入

未済がある私法上の債権（⑦～⑨）を対象としている。なお、個票作成の対象外となる

債権についても、債権管理連絡会等を通して債権管理に関する知識やノウハウを共有し、

この取組みの主旨に沿って債権管理の強化を図っている。 

①特別区民税 

（財務部納税課） 

②国民健康保険料 

（保健福祉部国保･年金課、保険料収納課） 

③介護保険料 

（高齢福祉部介護保険課） 

④保育園保育料 

（保育担当部保育認定・調整課） 

⑤区立幼稚園入園料及び保育料 

（教育委員会事務局幼児教育・保育推進担当課） 

⑥生活保護費 

（保健福祉部生活福祉担当課、各総合支所生活支援課） 

⑦奨学資金貸付金 

（子ども・若者部子ども育成推進課） 

⑧区営住宅等使用料 

（都市整備政策部住宅課） 

⑨中学校給食費 

（教育委員会事務局学校健康推進課） 

 

（２）取組み状況一覧の見方 

① 対象とする債権ごとに、以下の内容で構成した。 

・ 収納の現況（推移、目標及び実績） 

・ ２９年度実績に対する評価 

・ 目標実現に向けた取組み（取組み内容と実績） 

② 用語の説明 

・現年分とは、当該年度に新たに調定をたてて収入すべき金額を表し、滞繰（滞納繰

越）分とは、前年度以前に収入すべき金額が収入されず、年度を越えて滞納されて

いる金額を表す。 

・調定額とは、法令又は契約等に基づき調査・決定した収入予定額をいう。 

・収納率（％）＝収入済額÷調定額 

・不納欠損額とは、債権回収が不可能となり、会計上欠損処理された金額をいう。 

・収入未済額＝調定額－（収入済額＋不納欠損額）＋還付未済額 

＜注意＞ 

表中の数値は、各年度の決算時点での数値を使用している。原則として表示単位未満

を四捨五入しているため、表示の数値を用いた計算結果と結果欄に表示の数値が一致し

ない場合がある。滞納者数は、現年分と滞納繰越分の滞納者数の合計を表す。同一人に

ついて、現年分と滞納繰越分の両方で数えている場合（国民健康保険料、介護保険料）

がある。また、決算上の数値から還付未済額を差し引いた値を収入済額として用いてい

る場合（国民健康保険料、介護保険料）があり、この場合においては、収入未済額を算

出する際に還付未済額を考慮しない。 
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対象債権ごとの取組み 

 

 
１ 特別区民税（財務部納税課）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１２～１３ 

 

２ 国民健康保険料（保健福祉部国保・年金課、保険料収納課）・・・・・・Ｐ１４～１５ 

 

３ 介護保険料（高齢福祉部介護保険課）・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１６～１７ 

 

４ 保育園保育料（保育担当部保育認定・調整課）・・・・・・・・・・・・Ｐ１８～１９ 

 

５ 区立幼稚園入園料及び保育料（教育委員会事務局幼児教育・保育推進担当課） 

・・・・・・・Ｐ２０～２１ 

 

６ 生活保護費（保健福祉部生活福祉担当課・総合支所生活支援課）・・・・Ｐ２２～２３ 

 

７ 奨学資金貸付金（子ども・若者部子ども育成推進課）・・・・・・・・・Ｐ２４～２５ 

 

８ 区営住宅使用料（都市整備政策部住宅課）・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２６～２７ 

 

９ 中学校給食費（教育委員会事務局学校健康推進課）・・・・・・・・・・Ｐ２８～２９ 

 

 

 

 

 

 

 

 



所管課名

１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現  調 定 額 103,740,909 108,337,871 110,642,498 114,501,886 114,572,082

年  収入済額 101,832,384 106,442,460 108,775,937 112,821,029 113,076,869

分  収 納 率 98.2% 98.3% 98.3% 98.5% 98.7%

滞  調 定 額 7,339,007 6,601,376 6,197,202 5,628,822 5,081,967

繰  収入済額 1,949,492 1,832,448 1,817,297 1,805,011 1,688,277

分  収 納 率 26.6% 27.8% 29.3% 32.1% 33.2%

 調 定 額 111,079,916 114,939,247 116,839,700 120,130,708 119,654,049

計  収入済額 103,781,876 108,274,908 110,593,234 114,626,040 114,765,146

 収 納 率 93.4% 94.2% 94.7% 95.4% 95.9%

673,298 458,040 592,932 404,487 436,637

6,639,759 6,222,638 5,668,343 5,114,350 4,470,925

50,132 48,813 52,301 46,667 41,095

・口座振替、
コンビニ（モ

（２）目標及び実績 単位：千円

目標 実績 目標 実績
収納率 98.0% 98.3% 98.0% 98.3%
収入額 105,013,070 106,442,460 105,454,633 108,775,937

収入未済額 2,143,124 1,905,776 2,152,135 1,874,960

滞 収納率 27.0% 27.8% 27.0% 29.3%
繰 収入額 1,986,930 1,832,448 2,094,993 1,817,297

目標 実績 目標 実績
収納率 98.0% 98.5% 98.5% 98.7%
収入額 105,993,326 112,821,029 110,616,130 113,076,869

収入未済額 2,163,129 1,693,004 1,684,510 1,502,209
滞 収納率 27.0% 32.1% 30.0% 33.2%
繰 収入額 1,946,577 1,805,011 1,552,097 1,688,277

財務部納税課対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

平成29年度

現
年

平成26年度

平成28年度

特別区民税

　滞納者数

平成27年度

現
年

50%

60%
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80%
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100%
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20,000,000
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度
 

(千円） 現年分収納の推移 

 調 定 額 

 収入済

額 

補足説明 
 
平成28年度の実
績を踏まえ、平
成29年度・現年
分の収納率目標
を98.5%に修正し
た。 
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27年度の取組み内容と実績 28年度の取組み内容と実績 29年度の取組み内容と実績

２．29年度実績に対する評価

・文書での催告にあたって
は、封書の色などの工夫を続
けた。
・普通徴収の滞納者へ督促と
催告を実施（年7回）
・特別徴収の滞納者への督促
と催告を実施（年14回）
・軽自動車税の滞納者に対す
る催告を実施（年2回）
・電話による納付の勧奨を実
施（年182回。土日夜間も含
む）
・口座振替、コンビニエンス
ストア、モバイルレジでの収
納を勧奨した。

・財産調査を徹底し、差押等
の滞納処分を執行するととも
に、支払い能力のない滞納者
に対しては、適正な執行停止
に取り組んだ。（滞納処分
差押6648件、参加差押50件、
交付要求274件）
・5月、10月、12月、3月に臨
戸、差置、現状調査を行っ
た。
・インターネット公売を利用
した（2件）
・不動産の任意売却など（18
件　1億7397万円）

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付
機
会
の
拡
大

等
）

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ
い

て ・普通徴収の滞納者へ督促
（法の規定5回）を送付するほ
かに、催告を年3回送付した。
・特別徴収の滞納者へ督促
（法の規定12回）を送付する
ほかに、催告を年2回送付し
た。
・軽自動車税の滞納者へ督促
（法の規定1回）のほかに、催
告を年2回送付した。
・電話による納付の勧奨を土
曜日、日曜日・夜間を含め、
年167回実施した。

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い
て

・文書での催告にあたって
は、封書の色などの工夫を続
けた。
・普通徴収の滞納者へ督促と
催告を実施（年7回）
・特別徴収の滞納者への督促
と催告を実施（年14回）
・軽自動車税の滞納者に対す
る催告を実施（年2回）
・電話による納付の勧奨を実
施（年181回。土日夜間も含
む）
・口座振替、コンビニエンス
ストア、モバイルレジでの収
納を勧奨した。

・財産調査を徹底し、差押等
の滞納処分を執行するととも
に、支払い能力のない滞納者
に対しては、適正な執行停止
に取り組んだ。（滞納処分
差押7350件、参加差押47件、
交付要求325件）
・5月、10月、12月、3月に臨
戸、差置、現状調査を行っ
た。
・東京都主税局機動整理課な
どとの2件の合同捜索を含め5
件の捜索を行ったことにより
滞納整理につなげた。
・景気の回復基調は続いてい
るが、不動産の任意売却（8
件）、不動産担保ローンによ
る自主納付（7件）は、前年度
並みとなった。（合計15件
約1億7800万円）
・東京都合同不動産公売に参
加した。（公告3件、売却2
件、約3141万円の収入。1件に
ついても公売後、任意売却が
成立した。）

・マルチペイメントについて
は、他の自治体の導入状況・
メリット・経費について調査
した。
・東京都及び都内全域の区市
町村で納税に取り組む期間に
合わせて広報紙による啓発な
どに取り組んだ。

・普通徴収の滞納者へ督促
（年5回）を送付するほかに、
現年度分のみの滞納者を対象
に2月から4月にかけて、集中
的に文書催告を実施した。ま
た催告書封筒の色などの工夫
を行い、催告効果を高めた。
・特別徴収の滞納者へ督促
（年12回）を送付した。
・軽自動車税の滞納者へ督促
（年1回）のほかに、催告を年
2回送付した。
・電話による納付の勧奨を土
曜日、日曜日・夜間を含め、
年174回実施した。

・財産調査を徹底し、差押等
の滞納処分を執行するととも
に、支払い能力のない滞納者
に対しては、適正な執行停止
に取り組んだ。（滞納処分
差押7013件、参加差押36件、
交付要求233件）
・5月、10月、12月、3月に臨
戸、差置、現状調査を行っ
た。
・会場公売を1件実施した。
・捜索を3件実施した。

・財産調査を徹底し、差押等
の滞納処分を執行するととも
に、支払い能力のない滞納者
に対しては、適正な執行停止
に取り組んだ。（滞納処分
差押 7626件、参加差押　23
件、 交付要求　251件）
・5月、10月、12月に臨戸、差
置、現状調査を行った。
・不動産公売を前提とした任
意売却全体で、17件・売却収
入4560万円を得た。また不動
産を公売すると宣告した結
果、一括完納になった案件が
13件で、3919万円の徴収成果
があった。
・捜索を5件実施した。

・クレジットカードを利用し
納付できるようシステムを改
修した。

・クレジットカードを利用し
た納付を開始した。

　平成29年度は、ここ数年と比べて現年分の調定額・収入額は微増にとどまった。一方、滞繰分の調定額はこれまでの徴収強化の
効果もあって年々減少し、収入額も微減となった。ただし、収納率は年々上昇しており、特別徴収義務者の指定への取組み、文書
催告の工夫や差押、執行停止などの滞納整理への取組み強化が功を奏していると思われる。また今年度は、納付機会の拡大とし
て、インターネット上でのクレジット納付を開始した。
　結果として、特別区民税の収入額は、約1147億6500円と前年度と比べ約1.4億円増加した。収納率は、現年分が98.7％と前年度
を0.2％上回り、滞繰分は33.2％と前年度を1.1％上回った。現状の取組みを着実に執行し、さらなる滞納整理を進めることが収入
未済額を減らすことにつながって行くと考える。

・マルチペイメントについて
は、他の自治体の導入状況・
メリット・経費について調査
した。
・東京都及び都内全域の区市
町村で納税に取り組む期間に
合わせて広報紙による啓発な
どに取り組んだ。
・クレジットカードでの納付
について調査、研究を行い、
平成29年度から開始できるよ
う準備を進めた。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現  調 定 額 27,151,061 27,472,979 26,920,169 27,184,052 27,091,028

年  収入済額 23,113,613 23,440,110 23,257,787 23,476,361 23,427,768

分  収 納 率 85.1% 85.3% 86.4% 86.4% 86.5%

滞  調 定 額 7,433,298 7,438,322 7,382,908 6,235,723 5,945,401

繰  収入済額 2,349,671 2,184,624 2,208,497 2,046,498 1,944,475

分  収 納 率 31.6% 29.4% 29.9% 32.8% 32.7%

 調 定 額 34,584,359 34,911,301 34,303,077 33,419,775 33,036,429

計  収入済額 25,463,284 25,624,734 25,466,284 25,522,859 25,372,244

 収 納 率 73.6% 73.4% 74.2% 76.4% 76.8%

1,547,073 1,678,951 2,455,989 1,778,122 1,560,317

7,574,002 7,607,615 6,380,804 6,118,794 6,103,868

96,434 94,426 77,058 72,734 70,458

(43,593) (42,715) (41,463) (41,389) (39,779)

（２）目標及び実績 単位：千円

目標 実績 目標 実績
収納率 92.0% 85.3% 92.0% 86.4%
収入額 24,000,000 23,440,110 24,000,000 23,257,787

収入未済額 2,080,000 4,031,611 2,080,000 3,651,249
滞 収納率 29.0% 29.4% 29.5% 29.9%
繰 収入額 2,157,000 2,184,624 2,194,000 2,208,497

目標 実績 目標 実績
収納率 92.0% 86.4% 92.0% 86.5%
収入額 24,000,000 23,476,361 24,000,000 23,427,768

収入未済額 2,080,000 3,691,381 2,080,000 3,654,219
滞 収納率 30.0% 32.8% 33.5% 32.7%
繰 収入額 2,232,000 2,046,498 2,050,000 1,944,475

平成29年度

現
年

平成28年度

　滞納者数

(現年度滞納者数）

平成27年度

現
年

平成26年度

対象債権名 国民健康保険料
所管課名

保健福祉部国保･年
金課、保険料収納課

　不納欠損額

　収入未済額計
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(千円） 現年分収納の推移 

 調 定 額 

 収入済額 

 収 納 率 

補足説明 
 
平成28年度の滞繰
分調定額は、滞納
整理の強化や執行
停止の実施を積極
的に行った結果、
大幅に減少した。
平成29年度も、同
様に、滞繰分調定
額が減少している
ため、平成29年度
の滞繰分収納率及
び収入額の目標値
を変更した。 
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27年度の取組み内容と実績 28年度の取組み内容と実績 29年度の取組み内容と実績

２．29年度実績に対する評価

○現年度分への取組み
　納付機会の拡大として、インターネット上でのクレジットカードを利用した納付を開始するとともに、口座振替制度、コンビニ
収納及びモバイルレジの利用促進や電話催告センターの活用など、従前の手法の継続的な取組みを行った。また、前年度に引き続
き、口座引落再振替不能者に対する早期の通知など、納付意識の向上に繋がる取組みを進めた。
○滞納繰越分への取組み
　課内研修の実施など職員の専門性の向上を図るとともに、徴収支援専門員の活用など徴収体制を充実させ、財産調査の強化に取
り組んだ。財産調査をもとに納付交渉を行うことで、滞納保険料の自主納付に繋げることができた。また、支払い能力がありなが
ら、納付意思のない未納者に対しては差押えを行う一方、支払い能力がないと判断される場合は、執行停止の処理を進めた。
　以上の取組みにより、収納率は、昨年度と同程度になった。数値的には、前年度比で現年度分0.1ポイントの増、滞納繰越分0.1
ポイントの減、合計では76.8%と0.4ポイント上回った。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ
い
て

（１）現年度分の徴収強化
　①督促状（5回発付）や催告書（4
回発付）の発付など、継続的な取組
みを行った。
　②電話催告センターの活用による
納付勧奨を実施した。
（参考）電話催告センター架電目標
数：27,760件、架電実績：39,034件
（２）納付交渉の強化
　短期被保険者証更新時を活用した
来庁要請と納付交渉を実施した。
（参考）取組件数（9月、3月に実
施）：3,793件
（３）若年層に対する徴収
　納付率が低い若年層の納付意識の
啓発、及び納付に繋げるため、若年
層対策専用の催告を行う納付勧奨通
知の送付を行った。
(参考）対象件数（12月に実施）：
985件

（１）現年度分の徴収強化
　①督促状（9回発付）や催告書（4
回発付）の発付など、継続的な取組
みを行った。
　②電話催告センターの活用による
納付勧奨を実施した。
（参考）電話催告センター架電目標
数：27,760件、架電実績：37,701件
（２）納付交渉の強化
　短期被保険者証の交付予告通知に
よる納付勧奨及び短期被保険者証更
新時を活用した来庁要請と納付交渉
を実施した。
（参考）取組件数（7月、9月、3月に
実施）：5,356件
（３）若年層に対する徴収
　納付率が低い若年層の納付意識の
啓発、及び納付に繋げるため、若年
層対策専用の催告を行う納付勧奨通
知の送付を行った。
(参考）対象件数（12月に実施）：
1,018件

（１）現年度分の徴収強化
　①督促状（毎月発付）や催告書（5
回発付）の発付など、継続的な取組
みを行った。
　②電話催告センターの活用による
納付勧奨を実施した。
（参考）電話催告センター架電目標
数：20,000件、架電実績：25,451件
（２）納付交渉の強化
　短期被保険者証更新時を活用した
来庁要請と納付交渉を実施した。
（参考）取組件数（9月、3月に実
施）：1,816件
（３）若年層に対する徴収
　納付率が低い若年層の納付意識の
啓発、及び納付に繋げるため、若年
層対策専用の催告を行う納付勧奨通
知の送付を行った。
(参考）対象件数（12月に実施）：
1,397件

（１）現年度分の徴収強化
　①督促状（毎月発付）や催告書（4
回発付）の発付など、継続的な取組
みを行った。
　②電話催告センターの活用による
納付勧奨を実施した。
（参考）電話催告センター架電目標
数：25,000件、架電実績：32,012件
（２）納付交渉の強化
　短期被保険者証の交付予告通知に
よる納付勧奨及び短期被保険者証更
新時を活用した来庁要請と納付交渉
を実施した。
（参考）取組件数（7月、9月、3月に
実施）：662件
（３）若年層に対する徴収
　納付率が低い若年層の納付意識の
啓発、及び納付に繋げるため、若年
層対策専用の催告を行う納付勧奨通
知を送付するとともに、生活困窮者
自立相談支援センターの案内を行っ
た。
(参考）対象件数（12月に実施）：
627件

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い
て

（１）滞納整理の強化
　支払い能力がありながら、納付意
思のない未納者に対しては、預貯金
や生命保険等の財産調査を積極的に
行い、差押等とともに自主納付を促
した。
（参考）差押件数：784件
（参考）財産調査件数：39,838件
（２）不動産公売の調査・研究
　不動産公売を視野に入れた調査・
研究を行った（東京都不動産合同公
売の見学等）。
（参考）不動産鑑定実施件数：1件
（３）執行停止の実施
　納付交渉や財産調査等により、支
払い能力がないと判断された未納者
に対しては、法に基づき執行停止を
実施し、効率的な債権管理に取り組
んだ。
（参考）執行停止件数：1,746件

（１）滞納整理の強化
　支払い能力がありながら、納付意
思のない未納者に対しては、徴収支
援専門員を活用する等、預貯金や生
命保険等の財産調査を積極的に行
い、自主納付を促すとともに差押え
等により債権確保を的確に行った。
（参考）財産調査件数：42,916件
（参考）差押件数：1,269件
（２）執行停止の実施
　納付交渉や財産調査等により、支
払い能力がないと判断された未納者
に対しては、法に基づき執行停止を
実施し、適正な債権管理に取り組ん
だ。
（参考）執行停止件数：7,328件
（３）不動産公売の調査・研究
　不動産公売を視野に入れた調査・
研究を行った。

（１）滞納整理の強化
　支払い能力がありながら、納付意
思のない未納者に対しては、徴収支
援専門員を活用する等、預貯金や生
命保険等の財産調査を積極的に行
い、自主納付を促すとともに差押え
等により債権確保を的確に行った。
（参考）財産調査件数：54,921件
（参考）差押件数：2,191件
（２）執行停止の実施
　納付交渉や財産調査等により、支
払い能力がないと判断された未納者
に対しては、法に基づき執行停止を
実施し、適正な債権管理に取り組ん
だ。
（参考）執行停止件数：12,270件

（１）滞納整理の強化
　支払い能力がありながら、納付意
思のない未納者に対しては、徴収支
援専門員を活用する等、預貯金や生
命保険等の財産調査を積極的に行
い、自主納付を促すとともに差押え
等により債権確保を的確に行った。
（参考）財産調査件数：52,178件
（参考）差押件数：1,821件
（２）執行停止の実施
　納付交渉や財産調査等により、支
払い能力がないと判断された未納者
に対しては、法に基づき執行停止を
実施し、適正な債権管理に取り組ん
だ。
（参考）執行停止件数：11,418件

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付
機
会
の
拡
大
等
）

（１）納付機会の拡大としての口座
振替受付サービスや、若年層が利用
しやすいコンビニ収納、モバイルレ
ジの更なる利用促進に努めた。
（参考）口座振替受付サービス利用
件数：683件
（参考）モバイルレジ利用件数：900
件
（２）更なる徴収強化に向けた組織
や収納体制の強化を図るため、検討
及び体制整備を行った。
（３）賦課金額の縮減にも繋がる資
格の適正化を国保・年金課などの関
連所管と取り組んだ。

（１）納付機会の拡大としての口座
振替受付サービスや、若年層が利用
しやすいコンビニ収納、モバイルレ
ジの利用促進に努めた。また、クレ
ジット収納について、調査・研究を
行い、開始に向け準備を進めた（平
成29年度開始予定）。
（参考）口座振替受付サービス利用
件数：600件
（参考）モバイルレジ利用件数：
1,269件
（２）徴収強化に向けた課内の体制
づくりについて、検討及び整備を
行った。また、職員の専門性向上の
ため、東京都研修の参加や課内研修
を定期的に実施した。
（３）居住の確認や社会保険の加入
状況を把握することにより、資格の
適正化を国保・年金課などの関連所
管と取り組んだ。

（１）納付機会の拡大としての口座
振替受付サービスや、若年層が利用
しやすいコンビニ収納、モバイルレ
ジの利用促進に努めた。また、イン
ターネット上でクレジットカードを
利用した納付ができるよう準備を進
めた。
（参考）口座振替受付サービス利用
件数：581件
（参考）モバイルレジ利用件数：
1,812件
（２）徴収強化に向けた課内の体制
づくりについて、検討を行った。ま
た、職員の専門性向上のため、東京
都研修の参加や課内研修を定期的に
実施した。
（３）居住の確認や社会保険の加入
状況を把握することにより、資格の
適正化を国保・年金課などの関連所
管と取り組んだ。

（１）納付機会の拡大として、イン
ターネット上でのクレジットカード
を利用した納付を開始した。また、
引き続き、口座振替受付サービス
や、若年層が利用しやすいコンビニ
収納、モバイルレジの利用促進に努
めた。
（参考）口座振替受付サービス利用
件数：667件
（参考）モバイルレジ利用件数：
1,728 件
（参考）クレジットカード納付利用
件数：4,624件
（２）徴収強化に向けた課内の体制
づくりについて、検討を行った。ま
た、職員の専門性向上のため、東京
都研修の参加や課内研修を定期的に
実施した。
（３）居住の確認や社会保険の加入
状況を把握することにより、資格の
適正化を国保・年金課などの関連所
管と取り組んだ。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現  調 定 額 11,712,682 12,165,339 14,298,047 14,584,818 14,730,057

年  収入済額 11,492,450 11,944,647 14,062,030 14,348,366 14,491,302

分  収 納 率 98.1% 98.2% 98.3% 98.4% 98.4%

滞  調 定 額 370,064 399,931 406,863 419,505 440,641

繰  収入済額 79,163 78,570 76,643 65,296 71,165

分  収 納 率 21.4% 19.6% 18.8% 15.6% 16.2%

 調 定 額 12,082,746 12,565,269 14,704,910 15,004,322 15,170,698

計  収入済額 11,571,612 12,023,217 14,138,672 14,413,662 14,562,467

 収 納 率 95.8% 95.7% 96.1% 96.1% 96.0%

110,398 133,765 143,753 149,951 170,051

400,736 408,287 422,484 440,709 438,180

10,087 10,551 10,145 9,394 9,311

(5,651) (5,258) (5,046) (5,061)

（２）目標及び実績 単位：千円

目標 実績 目標 実績
収納率 98.1% 98.2% 98.1% 98.3%
収入額 11,839,695 11,944,647 12,194,886 14,062,030

収入未済額 229,311 220,692 236,190 236,018
滞 収納率 17.5% 19.6% 17.5% 18.8%
繰 収入額 66,699 78,570 68,747 76,643

目標 実績 目標 実績
収納率 98.1% 98.4% 98.5% 98.4%
収入額 12,560,773 14,348,366 12,990,307 14,491,302

収入未済額 243,276 236,452 197,822 238,755
滞 収納率 17.5% 15.6% 17.5% 16.2%
繰 収入額 70,809 65,296 72,933 71,165

（現年度滞納者数）

高齢福祉部
介護保険課

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

　滞納者数

介護保険料 所管課名
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(千円） 現年分収納の推移 

 調 定 額 

 収入済額 

 収 納 率 

補足説明 
 
催告書の送付を早め
て年度内納付を促し

たほか、多様な納付
機会の広報など収納
率の向上に努め、

27・28年度いずれも
現年の収納率は目標
である98.1％を上

回っていることか
ら、29年度の現年分
収納率の目標につい

ては、98.1％から
98.5％へ0.4％上方修
正した。 
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k
３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27年度の取組み内容と実績 28年度の取組み内容と実績 29年度の取組み内容と実績

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い
て

・裁判所からの通知に基づき
交付要求を実施した。7件
・前年度訪問催告者の収納状
況を確認し、再納付勧奨と
税、国保等の調査を実施し
た。
・高額滞納者の財産調査を保
険料収納課に依頼し、状況把
握に努めた。

・裁判所からの通知に基づき
交付要求を実施した。2件
・高額滞納者の滞納処分の事
務手続きについて調査検討し
た。
・他の自治体の滞納処分の方
法を調査した。

・裁判所からの通知に基づき
交付要求を実施した。4件
・高額滞納者の滞納処分の事
務手続きについて調査検討し
た。
・他の自治体の滞納処分の方
法を調査した。

・裁判所からの通知に基づき
交付要求を実施した。4件
・高額滞納者の滞納処分の事
務手続きについて調査検討し
た。
・滞納処分の事務手続きにつ
いて関係所管との調整を行
い、課題整理を行った。

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付
機
会
の
拡
大

等
）

・窓口や電話の機会をとらえ
て便利なコンビニ収納を周知
した。
・通知書に同封するチラシ等
でモバイルレジ及び口座振替
受付サービスを周知した。
・介護保険法に基づく滞納者
対策の実施について、被保険
者に広く周知し、注意喚起を
行った。

・窓口や電話の機会をとらえ
て便利なコンビニ収納を周知
した。
・通知書に同封するチラシ等
でモバイルレジ及び口座振替
受付サービスを周知した。
・介護保険法に基づく滞納者
対策の実施について、被保険
者に広く周知し、注意喚起を
行った。

・窓口や電話の機会をとらえ
て便利なコンビニ収納を周知
した。
・通知書に同封するチラシ等
でモバイルレジ及び口座振替
受付サービスを周知した。
・介護保険法に基づく滞納者
対策の実施について、被保険
者に広く周知し、注意喚起を
行った。

・窓口や電話の機会をとらえ
て便利なコンビニ収納を周知
した。
・通知書に同封するチラシ等
でモバイルレジ及び口座振替
受付サービスを周知した。
・介護保険法に基づく滞納者
対策の実施について、被保険
者に広く周知し、注意喚起を
行った。

２．29年度実績に対する評価

平成29年度収納率は、現年度分は昨年度と同じ98.4％となり、目標の0.1％上昇は達成できなかった。滞納繰越分は昨年度より
0.6％上昇したが、目標の17.5％には1.3％及ばなかった。
平成29年度の取り組みとして、11月に平成30年度保険料から延滞金を徴収することを広報し、以降すべての納付書送付時に「延滞
金徴収に関するチラシ」を同封して、年度内納付を促した。28年度に引き続き、時効保険料のある介護認定申請者への給付制限の
実施や、電話や訪問催告による多様な納付勧奨を行うことによって、現年度分の高い収納率を維持できている成果と評価してい
る。
一方、滞納繰越分では、28年度催告書では未納分を年度で１枚の納付書で送付していたが、半年分ごとに分割し、納付しやすく
なったことで28年度より収納率は上昇した。また、最終催告書への「給付制限に対する注意文書」の同封を行ってきたが、年度内
納付の促進により、滞納があっても現年度を支払う傾向が見られ、滞納繰越分の収納率は低い状態で推移している。引き続きコン
ビニエンスストア・スーパーマーケット、モバイルレジ、口座振替受付サービスなど多様な納付機会の広報に努めるとともに、新
たな催告手法を検討し、全体の収納率の向上を図る。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ
い
て

・年度計画に基づき督促状と
催告書を送付した。（督促状
～年6回　35,133件）（催告書
～年4回　28,384件　※特例最
終催告を含む）
・分納不履行者への個別催告
を実施した。（毎月　※随時
夜間を含む）
・SKY2システムの分納・交渉
記録等滞納管理機能を活用し
て滞納者への電話催告や訪問
催告を実施した。（電話催告
～11月から12月　※夜間を含
む）（訪問催告～12月  ）
・電話催告センターの活用に
向けた検討を継続した。

・年度計画に基づき督促状と
催告書を送付した。（督促状
～年6回　33,910件）（催告書
～年4回　28,043件　※特例最
終催告を含む）
・分納不履行者への個別催告
を実施した。（毎月　※随時
夜間を含む）
・SKY2システムの分納・交渉
記録等滞納管理機能を活用し
て滞納者への電話催告や訪問
催告を実施した。（電話催告
～11月から12月　※夜間を含
む）（訪問催告～12月  ）

・年度計画に基づき督促状と催告
書を送付した。（督促状：年6回
31,776件）（催告書：年4回
27,967件　※特例最終催告を含
む）
・分納不履行者への個別催告を実
施した。（毎月　※随時夜間を含
む）
・SKY2システムの分納・交渉記録
等滞納管理機能を活用して滞納者
への電話催告や訪問催告を実施し
た。（電話催告：11月から12月
※夜間を含む）（訪問催告：12月
）
・訪問による納付勧奨について
は、28年度は長期にわたって保険
料が未納の被保険者を中心に行っ
た。

・年度計画に基づき督促状と催告
書を送付した。（督促状：年6回
31,065件）（催告書：年8回
31,448件　※特例最終催告を含
む）
・分納不履行者への個別催告を実
施した。（毎月　※随時夜間を含
む）
・SKY2システムの分納・交渉記録
等滞納管理機能を活用して滞納者
への電話催告や訪問催告を実施し
た。（電話催告：11月から12月
※夜間を含む）（訪問催告：12月
）
・訪問による納付勧奨について
は、29年度も28年度に引き続き、
長期にわたって保険料が未納の被
保険者を中心に行った。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現  調 定 額 2,810,424 3,034,905 3,315,168 3,763,566 4,518,121

年  収入済額 2,790,407 3,009,154 3,292,581 3,740,434 4,490,334

分  収 納 率 99.3% 99.2% 99.3% 99.4% 99.4%

滞  調 定 額 72,535 69,647 74,586 76,139 70,969

繰  収入済額 10,675 10,902 12,673 22,181 18,116

分  収 納 率 14.7% 15.7% 17.0% 29.1% 25.5%

 調 定 額 2,882,959 3,104,552 3,389,754 3,839,705 4,589,090

計  収入済額 2,801,082 3,020,056 3,305,254 3,762,615 4,508,450

 収 納 率 97.2% 97.3% 97.5% 98.0% 98.2%

13,666 10,048 8,934 6,469 8,902

68,615 74,586 76,139 70,969 72,524

510 504 479 527 433

（２）目標及び実績 単位：千円

目標 実績 目標 実績
収納率 99.2% 99.2% 99.2% 99.3%
収入額 3,031,975 3,009,154 3,031,975 3,292,581

収入未済額 24,452 25,889 24,452 23,043
滞 収納率 17.5% 15.7% 17.50% 16.99%
繰 収入額 20,875 10,902 20,812 12,673

目標 実績 目標 実績
収納率 99.3% 99.4% 99.4% 99.4%
収入額 3,035,032 3,740,434 4,234,424 4,490,334

収入未済額 21,395 23,480 25,560 28,573
滞 収納率 18.0% 29.1% 20.0% 25.5%
繰 収入額 21,464 22,181 12,497 18,116

平成29年度

現
年

平成28年度

平成26年度

　不納欠損額

　収入未済額計

　滞納者数

所管課名
保育担当部
保育認定・調整課

現
年

平成27年度

対象債権名 保育園保育料
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70%

80%
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0
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(千円） 現年分収納の推移 

 調 定 額 

 収入済額 

 収 納 率 

補足説明 
 
現年分、滞繰分とも

に平成28年度の収納

率は目標を上回っ

た。取り組みをより

一層進めるため、現

年分の収納率につい

て、平成29年度の目

標を平成28年度並に

修正した。滞繰の収

納率については、平

成29年度の目標を平

成26～28年度の実績

の平均並に修正し

た。 
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27年度の取組み内容と実績 28年度の取組み内容と実績 29年度の取組み内容と実績

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い
て

・滞納世帯の財産調査、法
人調査を実施した。
  未納世帯  468件
  調査実施  25件

・滞納世帯の財産調査、法
人調査を実施した。
  未納世帯  355件
  調査実施  18件

・滞納世帯の財産調査、法
人調査を実施した。
  未納世帯  551件
  調査実施  22件

・滞納世帯の財産調査、法
人調査を実施した。
  未納世帯  476件
  財産調査実施2件
　給与調査実施2件

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付
機
会
の
拡
大
等
）

・引き続き、入園内定面接
時や納付書送付時などに、
口座振替の推奨を行った。
・税資料未提出者について
は、入園申込時のほか、
（在園児世帯には）随時提
出依頼を行った。

・引き続き、入園内定面接
時や納付書送付時などに、
口座振替の推奨を行った。
・税資料未提出者について
は、入園申込時のほか、
（在園児世帯には）随時提
出依頼を行った。

・引き続き、入園内定面接
時や納付書送付時などに、
口座振替の推奨を行った。
・税資料未提出者について
は、入園申込時のほか、
（在園児世帯には）随時提
出依頼を行った。

・引き続き、入園内定面接
時や納付書送付時などに、
口座振替の推奨を行った。
・税資料未提出者について
は、入園申込時のほか、
（在園児世帯には）随時提
出依頼を行った。

２．29年度実績に対する評価

 前年度と比較し、収納率において、現年分は同ポイント、滞納繰越分は3.6ポイント減少した。現年分・滞納繰越分の合計では、
0.2ポイント上昇している。
　現年分は、毎年在園児が増え、調定額が増加傾向にある中においても高い収入率を維持できている。督促状の手渡し、口座振替
の推奨、電話催告センターによる架電により、効果的な納付勧奨が行えた。
　滞納分については、前年度に比べ収納率が減少したが、年度目標は達成している。平成28年度に見直した催告書同封文書や、高
額未納者への対応強化、きょうだいの保育料に未納がある場合の調整指数の減算対応等の取り組みの効果であると考えられる。特
に、外勤者の勤務先に対する給与照会調査は、有効であった。
　現年分について、引き続き、収納率の維持・向上に努めるとともに、滞納分については現行の取組みを継続しながら、より効果
的・効率的な徴収方法を検討し、収納率の向上を図っていく。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ
い
て

・区立園長から督促、催告の
通知を保護者へ手渡し、納付
相談を案内した。
　督促　年6回　101件
  催告  年2回 　43件
・電話催告センターを活用
し、未納者に対し納付勧奨を
行った。
  年6回（述べ18日）対象世帯
609件

・区立園長から督促、催告の
通知を保護者へ手渡し、納付
相談を案内した。
　督促　年6回　 64件
  催告  年2回 　12件
・電話催告センターを活用
し、未納者に対し納付勧奨を
行った。
  年6回（延べ18日）対象世帯
721件

・区立園長から督促、催告の
通知を保護者へ手渡し、納付
相談を案内した。
　督促　年6回　 67件
・電話催告センターを活用
し、未納者に対し納付勧奨を
行った。
  年6回（延べ18日）対象世帯
683件
・催告書同封文書の見直し、
催告書発送後の高額未納者へ
の対応強化（外勤者への勤務
先への給与照会の調査実施通
知、預貯金調査等）に取り組
んだ。

・区立園長から督促の通知を
保護者へ手渡し、納付相談を
案内した。
　督促　年6回　 111件
・電話催告センターを活用
し、未納者に対し納付勧奨を
行った。
  年6回（延べ18日）対象世帯
1,411件
・催告書送付封筒の見直し、
高額未納者への対応強化（外
勤者の勤務先に対する給与照
会の調査実施）に取り組ん
だ。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現  調 定 額 121,673 104,677 91,431 92,068 87,048

年  収入済額 120,623 104,199 91,237 91,831 86,803

分  収 納 率 99.1% 99.5% 99.8% 99.7% 99.7%

滞  調 定 額 2,490 2,925 2,205 1,124 848

繰  収入済額 304 650 785 282 252

分  収 納 率 12.2% 22.2% 35.6% 25.1% 29.7%

 調 定 額 124,163 107,602 93,636 93,191 87,895

計  収入済額 120,927 104,849 92,022 92,113 87,055

 収 納 率 97.4% 97.4% 98.3% 98.8% 99.0%

311 548 491 231 168

2,925 2,205 1,124 848 673

89 67 47 36 32

（２）目標及び実績 単位：千円

目標 実績 目標 実績
収納率 99.6% 99.5% 99.6% 99.8%
収入額 128,116 104,199 91,711 91,237

収入未済額 515 478 368 194
滞 収納率 15.0% 22.2% 15.0% 35.6%
繰 収入額 339 650 331 785

目標 実績 目標 実績
収納率 99.6% 99.7% 99.8% 99.7%
収入額 92,397 91,831 91,884 86,803

収入未済額 371 237 184 245
滞 収納率 15.0% 25.1% 25.1% 29.7%
繰 収入額 169 282 213 252

平成29年度

現
年

平成28年度

平成26年度

区立幼稚園入園料及び保育料 教育委員会事務局
幼児教育・保育推進担当課所管課名

平成27年度

現
年

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

　滞納者数
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(千円） 現年分収納の推移 

 調 定 額 

 収入済額 

 収 納 率 

補足説明 
 
平成27年度、保育料体系が

応能負担に変更となったた

め、以降の目標値の現年分

収入額、収入未済額、滞納

繰越分収入額を変更した。 

平成28年度、こども園に変

更し、給食費を徴収し始め

た園があったため以降の目

標値の現年分収入額、収入

未済額、滞納繰越分収入額

を変更した。 
平成29年度、実績値が目標
地を上回ったため、現年分
及び滞納繰越分の収納率の
目標値を上方修正した。 
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27年度の取組み内容と実績 28年度の取組み内容と実績 29年度の取組み内容と実績

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い
て

・7月に職員が幼稚園を訪問
し、保護者と面談し、催告を
実施（3件）。滞納の理由など
を確認した上で、分割納付の
相談に応じた。その結果、1名
が全額納付し、また1名が分割
納付を行っている。
・分割納付の方には、収納状
況を随時お知らせし、納付を
促した。
・卒園児については、臨戸に
よる催告を実施した（延べ16
件）。 その結果、5名が全額
納付し、1名が分割納付を行っ
ている。

・職員が幼稚園を訪問し、保
護者と面談し、催告を実施
（延べ14件）。滞納の理由な
どを確認した上で、分割納付
の相談に応じた。その結果、
12名が全額納付した。
・分割納付の方には、収納状
況を随時お知らせし、納付を
促した。
・卒園児については、臨戸に
よる催告を実施した（延べ15
件）。 その結果、11名が全額
納付し、1名が分割納付を行っ
ている。

・職員が幼稚園を訪問し、保
護者と面談し、催告を実施し
た（6件）。また、滞納の理由
などを確認した上で、分割納
付の相談に応じた。その結
果、6名全員が全額納付した。
・分割納付の方には、収納状
況を随時お知らせし、納付を
促した。
・卒園児については、臨戸に
よる催告を実施した（1件）。
また、分割納付の相談にも応
じた（2件）。その結果、1名
が全額納付し、1名が分割納付
を行っている。

・滞納の理由などを確認した
上で、分割納付の相談に応じ
た（2件）。その結果1名が全
額納付した。
・分割納付の相談後に支払が
滞っている保護者1名に対し、
定期的に電話で確認を行っ
た。その結果、一部納付し、
残りの滞納分について分割納
付を継続している。

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付
機
会
の
拡

大
等
）

・幼稚園在園中の保育料納付
について、口座振替を継続的
に促進した。
・納付書払いの方には、口座
振替の勧奨通知を送付した。

・幼稚園在園中の保育料納付
について、口座振替を継続的
に促進した。
・納付書払いの方には、口座
振替の勧奨通知を送付した。

・幼稚園在園中の保育料納付
について、口座振替を継続的
に促進した。
・納付書払いの方には、口座
振替の勧奨通知を送付した。

・幼稚園在園中の保育料納付
について、口座振替を継続的
に促進した。
・納付書払いの方には、口座
振替の勧奨通知を送付した。
・納付書払いから口座振替に
切り替える際には、口座振替
開始月について口頭で伝える
ことで、納付書払いの月分に
納付漏れが生じないようにし
た。

２．29年度実績に対する評価

　現年度分については、在園児数の減少に伴い、調定額及び収入済額が約5,000千円減額となったが、収納率については、電話に
よる催告や幼稚園での園面談を実施し納付を促した結果、99.7％という高い収納率を維持した。
　滞納繰越分については、分割納付相談後の状況確認を電話で行ったり、電話による催告を実施した結果、収納率は目標を上回る
29.7％となった。
　また、現年度分と滞納繰越分を合わせると、収納率は前年度より0.2ポイント上がり99.0％となり、収入未済額や滞納者数も減
少した。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ
い
て

・支払が滞っている在園児保
護者に対し、幼稚園副園長よ
り催告書を手渡し、納付を促
した（延べ6件）。その結果、
2名が全額納付した。
 ・口座振替利用者について、
振替不能であった場合は、そ
の都度通知し、翌月の一括支
払を促した。

・支払が滞っている在園児保
護者に対し、幼稚園副園長よ
り催告書を手渡し、納付を促
した（延べ5件）。その結果、
3名が全額納付した。
 ・口座振替利用者について、
振替不能であった場合は、そ
の都度通知し、翌月の一括支
払を促した。

・支払が滞っている在園児保
護者に対し、幼稚園副園長よ
り催告書を手渡し、納付を促
した（1件）。その結果、1名
が全額納付した。
・分割納付の相談後に支払が
滞っている保護者2名に対し、
定期的に電話で確認を行った
（延べ7回）。その結果、2名
とも全額納付した。
 ・口座振替利用者について、
振替不能であった場合は、そ
の都度通知し、納付書による
支払を求めた。

・支払が滞っている在園児保
護者に対し、職員が幼稚園を
訪問し、面談を実施した（1
件）。その結果、全額納付し
た。
・督促状や催告書の送付に加
え、電話による催告も実施し
た（7名に対して延べ9回）。
その結果、6名が全額納付し
た。
 ・口座振替利用者について、
振替不能であった場合は、そ
の都度通知し、納付書による
支払を求めた。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現  調 定 額 367,559 382,990 398,272 352,187 404,863

年  収入済額 161,475 139,683 164,604 132,228 170,776

分  収 納 率 43.9% 36.5% 41.3% 37.5% 42.2%

滞  調 定 額 740,434 870,462 1,025,964 1,157,920 1,240,101

繰  収入済額 33,724 39,521 51,237 55,521 54,090

分  収 納 率 4.6% 4.5% 5.0% 4.8% 4.4%

 調 定 額 1,107,993 1,253,452 1,424,236 1,510,107 1,644,964

計  収入済額 195,199 179,204 215,841 187,749 224,866

 収 納 率 17.6% 14.3% 15.2% 12.4% 13.7%

42,332 48,284 50,466 82,257 89,186

870,462 1,025,964 1,157,929 1,240,101 1,330,912

3,275 4,110 4,287 3,965 3,266

（２）目標及び実績 単位：千円

目標 実績 目標 実績
収納率 - 36.5% 40.0% 41.3%
収入額 - 139,683 154,043 164,604

収入未済額 - 243,307 231,064 233,668
滞 収納率 - 4.5% 5.0% 5.0%
繰 収入額 - 39,521 66,546 51,237

目標 実績 目標 実績
収納率 40.0% 37.5% 40.0% 42.2%
収入額 151,237 132,228 151,237 170,776

収入未済額 226,856 219,959 226,856 233,106
滞 収納率 5.0% 4.8% 5.0% 4.4%
繰 収入額 51,298 55,521 51,298 54,090

現
年

　滞納世帯数

平成26年度 平成27年度

現
年

平成28年度 平成29年度

　収入未済額計

対象債権名 生活保護費
所管課名

保健福祉部生活福祉担当課、
保健福祉センター生活支援課

　不納欠損額
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(千円） 現年分収納の推移 

 調 定 額 

 収入済額 

 収 納 率 

補足説明 
 
督促・催告の着
実な実施や保護
費支給額からの
差引徴収などに
取り組んだ結
果、平成29年度
現年度分におい
ては収入額・収
入率共に目標を
達成した。 
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27年度の取組み内容と実績 28年度の取組み内容と実績 29年度の取組み内容と実績

２．29年度実績に対する評価

　生活保護債務の返済については、支給される保護費を充てることが多いため、長期に亘る少額の分割納付が多く、全体としての
収納率が低い状況にある。こうしたことから、まずは債権の発生抑制が重要となるため、特に現年度債権の発生抑制を重点に取り
組んだ。生活保護開始時の各世帯への丁寧な説明を行い、申告義務の周知を徹底するとともに、ケースワーカーによる収入申告書
提出の個別指導や定期的な文書による周知を行った。さらに、年金・資産調査専門員による、生活保護開始時後の年金受給権の早
期調査等の取り組みを実施した。昨年度、法改正により年金受給資格期間が10年に短縮されたことに伴い、被保護者への着実な受
給に向けた指導や収入の認定を進めた。
　しかしながら、現年度調定額については、前年度比5千万円余りの増額となった。
　一方、徴収に向けては、督促・催告の着実な実施及び、ケースワーカーによる個別指導に加え、不正手段に起因する債権に対し
ては、生活保護法に基づく保護費支給額からの差し引き徴収を活用する等取り組みを実施した。また、29年4月より、債権管理調
査専門員を1名配置し、死亡廃止等による相続人調査等を開始し、債権整理の取り組みを実施した。
　その結果、平成29年度の収入額については、前年度比5千万円弱の増額となり、収納率については、4.7ポイント上がった。
　調定額の増額にもかかわらず、収納率が上がった点については、資力発生から、速やかな返還決定処理に取り組んだ結果と考え
る。
　なお、保護費からの返還を求める際には、被保護者の生活維持を念頭において配慮を必要とするが、債権が累積する滞納者等に
ついて、新たな支払い手法の活用など、納付指導等の手法について検討を継続した。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ

い
て

①転出者を含め、未納者に対
する督促（毎月）・催告（年3
回）を実施した。
②不正手段に起因する債権に
ついて、本人の申出にもとづ
く保護費支給額からの差引徴
収を開始した。

①転出者を含め、未納者に対
する督促（毎月）・催告（年3
回）を実施した。
②不正手段に起因する債権に
ついて、本人の申出に基づく
保護費支給額からの差引徴収
を実施した。

①転出者を含め、未納者に対
する督促（毎月）・催告（年3
回）を実施した。
②不正手段に起因する債権に
ついて、本人の申出に基づく
保護費支給額からの差引徴収
を実施した。

①転出者を含め、未納者に対
する督促（毎月）・催告（年3
回）を実施した。
②不正手段に起因する債権に
ついて、本人の申出に基づく
保護費支給額からの差引徴収
の拡大に取り組んだ。

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付
機
会
の
拡
大
等
）

①被保護者への書面による定
期的周知に加え、ケースワー
カーによる個別指導により収
入申告書の提出を求めた。
②生活保護法改正により拡大
された調査権限を行使して、
返還請求事務の迅速化を図っ
た。

①被保護者への書面による定
期的周知に加え、ケースワー
カーによる個別指導により収
入申告書の提出を求めた。
②年金・資産調査専門員の追
加配置により、保護開始後速
やかに年金受給権の有無や受
給開始時期を調査し、保護費
が過払いとならないよう努め
た。

①被保護者への書面による定
期的周知に加え、ケースワー
カーによる個別指導により収
入申告書の提出を求めた。
②年金・資産調査専門員の活
用により、保護開始後速やか
に年金受給権の有無や受給開
始時期を調査し、保護費が過
払いとならないよう努めた。

①就労状況の把握を徹底し、
ケースワーカーの個別指導に
よる、迅速な収入申告書の提
出を求めた。
②年金・資産調査専門員によ
る調査を行ったほか、10年年
金の受給指導等に計画的に取
り組んだ。
③債権管理調査専門員を新規
配置し、死亡廃止等による相
続人調査等の業務の流れを確
立し、債権整理を進めた。
④債務者の状況を踏まえた、
納付指導の手法等の検討を行
い、システム更改時の口座振
替の機能仕様を確定した。

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い
て

①ケースワーカーによる納付
指導を行った。
②個別事情を考慮し、一括納
付あるいは分割納付等の計画
的な返済を促進した。

①ケースワーカーによる納付
指導を行った。
②個別事情を考慮し、一括納
付あるいは分割納付等の計画
的な返済を促進した。

①ケースワーカーによる納付
指導を行った。
②個別事情を考慮し、一括納
付あるいは分割納付等の計画
的な返済を促進した。

①ケースワーカーによる納付
指導及び、家計相談や就労支
援、疾病治療指導等により、
返済に向けた支援を行った。
②個別事情を考慮し、一括納
付あるいは分割納付等の計画
的な返済を促進した。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現  調 定 額 73,885 71,039 61,535 55,150 51,742

年  収入済額 62,563 60,807 53,957 47,928 45,669

分  収 納 率 84.7% 85.6% 87.6% 87.0% 88.0%

滞  調 定 額 138,938 133,451 124,876 111,806 102,743

繰  収入済額 15,332 17,442 19,133 14,752 14,063

分  収 納 率 11.0% 13.1% 15.3% 13.2% 13.7%

 調 定 額 212,823 204,490 186,411 166,956 154,485

計  収入済額 77,895 78,249 73,090 62,680 59,732

 収 納 率 36.6% 38.3% 39.2% 37.5% 38.7%

1,476 1,365 1,515 1,533 1,529

133,451 124,876 111,806 102,743 93,224

583 590 587 539 498

（２）目標及び実績

目標 実績 目標 実績
収納率 90.0% 85.6% 90.0% 87.6%
収入額 55,833 60,807 51,879 53,957

収入未済額 6,203 10,233 5,764 7,578
滞 収納率 11.0% 13.1% 11.0% 15.3%
繰 収入額 14,382 17,442 13,482 19,133

目標 実績 目標 実績
収納率 90.0% 87.0% 90.0% 88.0%
収入額 48,838 47,928 46,574 45,669

収入未済額 5,427 7,222 5,175 6,073
滞 収納率 11.0% 13.2% 13.5% 13.7%
繰 収入額 12,633 14,752 13,870 14,063

単位：千円

子ども・若者部
子ども育成推進課

所管課名
奨学資金貸付金

平成29年度

現
年

平成28年度

平成26年度

現
年

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

　滞納者数

平成27年度

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

平
成
2
5
年
度
 

平
成
2
6
年
度
 

平
成
2
7
年
度
 

平
成
2
8
年
度
 

平
成
2
9
年
度
 

(千円） 現年分収納の推移 

 調 定 額 

 収入済額 

 収 納 率 

補足説明 
 
滞納分については、
弁護士への委任によ

る整理・回収を進め
た結果、目標以上に
収納することができ

た。平成29年度も引
き続き同様の滞納整
理の取り組みを進め

ていくことから、前
年度の実績を踏まえ
た平成29年度の滞納

分収納率及び収入額
に目標値を修正し
た。 
 

 24



３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27年度の取組み内容と実績 28年度の取組み内容と実績 29年度の取組み内容と実績

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い
て

・債権管理連絡会と連携し、
今年度も、正当な理由なく、
再三の催告にも応じない回収
困難な滞納債権について整
理・回収を弁護士に20件委任
し、私債権の整理回収を図っ
た。
完済（9件）分割納付の合意
（3件）
・平成24年度に整理・回収を
弁護士に依頼した案件のうち3
件について、訴訟提起し、区
の請求が認められた。そのう
ち2件については、相手方が出
席し、訴訟外での分納合意に
至った。

・債権管理連絡会と連携し、
今年度も、正当な理由なく、
再三の催告にも応じない回収
困難な滞納債権について整
理・回収を弁護士に20件委任
し、私債権の整理回収を図っ
た。
完済（5件）分割納付の合意
（12件）
・平成25、26年度に整理・回
収を弁護士に依頼した案件の
うち7件について、訴訟提起し
た。そのうち1件については、
和解が成立し、一部納付と
なった。6件については区の請
求が認められ、うち4件につい
ては、訴訟外での分納合意に
至った。外2件については、強
制執行手続を行った。

・債権管理連絡会と連携し、
今年度も、正当な理由なく、
再三の催告にも応じない回収
困難な滞納債権について整
理・回収を弁護士に20件委任
し、私債権の整理回収を図っ
た。
＜完済（4件）分割納付の合意
（12件）＞
・平成27年度に整理・回収を
弁護士に依頼した案件のうち1
件について、訴訟提起した。
訴訟を契機に債権について全
額納付があった。他、平成27
年度に判決で区の請求が認め
られた案件1件について強制執
行手続を行い、債権回収を
行った。

・債権管理連絡会と連携し、
今年度も、正当な理由なく、
再三の催告にも応じない回収
困難な滞納債権について整
理・回収を弁護士に18件委任
し、私債権の整理回収を図っ
た。
＜完済（3件）滞納分のみ完済
（2件）分割納付の合意（8
件）＞
・平成23年度及び平成28年度
に整理・回収を弁護士に依頼
した案件のうち3件について、
訴訟提起し、区の請求が認め
られた。そのうち2件は訴訟外
での分納合意に至った。平成
27年度に判決で区の請求が認
められた案件1件について強制
執行手続を行い、債権回収を
行った。

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付
機

会
の
拡
大
等
）

・過年度納付困難者に対して
分割納付の対応をした。（39
件）
・不納欠損処理の実施（5件
1,365,160円）

・過年度納付困難者に対して
分割納付の対応をした。（28
件）
・不納欠損処理の実施（7件
1,515,000円）

・過年度納付困難者に対して
分割納付の対応をした。（31
件）
・不納欠損処理の実施（6件
1,533,000円）

・過年度納付困難者に対して
分割納付の対応をした。（10
件）
・不納欠損処理の実施（6件
1,529,400円）

２．29年度実績に対する評価

長期滞納者について親権者以外の連帯保証人への催告、催告文書内容の強化などによる納付勧奨、償還残額を抱えたまま返済が
滞っている債務者（18件）への対応を弁護士に整理委任する取り組みを前年度に引続き行った。その結果、現年分の収納率につい
ては目標には届かなかったものの前年度を上回る実績となり、過年度滞納分の収納率については目標を上回ることができた。平成
28年度に弁護士委任した案件のうち訴訟提起した２件については、訴訟外での分割納付合意が成立し返済が開始された。平成27年
度に区の請求が認められた案件１件については、強制執行により債権を回収した。徴収困難な事例について法的手段を用いること
で、債権の回収に繋がった。
 
 
 
 
 
 
 

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ
い
て

・償還計画に基づく償還がで
きなかったものに対し、文書
督促、催告を行った。  現年
度督促(7回)
・過年度滞納者に対し、催告
を行った。(1回)
・電話督促を集中的に行っ
た。(年1回)
・連絡の取れない借受人に対
し、親権者及び連帯保証人催
告を行った。(1回)
・督促状等を送った際に返送
された借受者及び連帯保証人
の現住所確認を行った。(149
件)

・償還計画に基づく償還がで
きなかったものに対し、文書
督促、催告を行った。  現年
度督促(7回)
・過年度滞納者に対し、催告
を行った。(1回)
・電話督促を集中的に行っ
た。(年1回)
・連絡の取れない借受人に対
し、親権者及び連帯保証人催
告を行った。(1回)
・督促状等を送った際に返送
された借受者及び連帯保証人
の現住所確認を行った。(150
件)

・償還計画に基づく償還がで
きなかったものに対し、文書
督促、催告を行った。  現年
度督促(7回)
・過年度滞納者に対し、催告
を行った。(1回)
・電話督促を集中的に行っ
た。(年1回)
・連絡の取れない借受人に対
し、親権者及び連帯保証人催
告を行った。(1回)
・督促状等を送った際に返送
された借受者及び連帯保証人
の現住所確認を行った。(150
件)

・償還計画に基づく償還がで
きなかったものに対し、文書
督促、催告を行った。  現年
度督促(7回)
・過年度滞納者に対し、催告
を行った。(1回)
・電話督促を集中的に行っ
た。(年1回)
・連絡の取れない借受人に対
し、親権者及び連帯保証人催
告を行った。(1回)
・督促状等を送った際に返送
された借受者及び連帯保証人
の現住所確認を行った。(110
件)
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現  調 定 額 520,977 541,406 539,913 538,464 533,454

年  収入済額 511,655 526,075 522,188 520,308 515,480

分  収 納 率 98.2% 97.2% 96.7% 96.6% 96.6%

滞  調 定 額 40,046 37,431 45,263 55,454 66,194

繰  収入済額 10,363 11,505 9,771 9,323 6,197

分  収 納 率 25.9% 30.7% 21.6% 16.8% 9.4%

 調 定 額 561,023 578,837 585,176 593,918 599,648

計  収入済額 522,018 537,580 531,959 529,631 521,676

 収 納 率 93.0% 92.9% 90.9% 89.2% 87.0%

4,380 0 0 0 0

34,625 41,257 53,217 64,287 77,972

94 102 112 107 136

（２）目標及び実績 単位：千円

目標 実績 目標 実績
収納率 98.8% 97.2% 98.8% 96.7%
収入額 505,734 526,075 505,734 522,188

収入未済額 6,144 15,331 6,144 17,725
滞 収納率 24.5% 30.7% 24.5% 21.6%
繰 収入額 9,052 11,505 8,340 9,771

目標 実績 目標 実績
収納率 98.8% 96.6% 98.8% 96.6%
収入額 505,734 520,308 505,734 515,480

収入未済額 6,144 18,156 6,144 17,974
滞 収納率 24.5% 16.8% 24.5% 9.4%
繰 収入額 7,802 9,323 7,396 6,196

平成29年度

　収入未済額計

　滞納者数

平成27年度

都市整備政策部
住宅課

所管課名

現
年

平成28年度

平成26年度

現
年

対象債権名

　不納欠損額

区営住宅使用料
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(千円） 現年分収納の推移 

 調 定 額 

 収入済額 

 収 納 率 

補足説明 
 
現年度の収納率
は、前年度並み
の実績である。
全体の収入未済
額が増加してい
ることから、収
納率は低下して
いる。 
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27年度の取組み内容と実績 28年度の取組み内容と実績 29年度の取組み内容と実績

２．29年度実績に対する評価

　年間計画に基づいた催告により、現年分、滞納繰越分ともに収納率の向上を目指した。また、電話催告の強化の一環として、電
話催告センターを利用することにより、現年度の滞納解消に努めた。生活保護受給中の入居者については、取組みを強化し、代理
納付の積極的な活用を関係各課に依頼することで、件数・金額ともに改善がみられた。その他、高額な滞納者については、債権管
理連絡会及び弁護士と連携して取り組み、住宅からの自主退去という一定の成果が得られた。一方で、電話や呼び出しによる生活
状況聴取に合わせた納付相談を行うことで、滞納繰越分の納付に結びつけようとしたが、期待する成果が得られない部分もあっ
た。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ
い
て

・年間計画を作成し、計画的
に催告・呼出を実施した。
　電話催告（年4回、夜間1
回）文書催告（年3回）
　訪問催告（年3回）滞納者呼
出（年3回）
・納付誓約者の納付状況を把
握し、毎月着実に納付させる
よう努めた。納付指導（年3
回）
・生活保護受給中の滞納者に
ついては代理納付を行った。
(218件　6,253,000円）

・年間計画を作成し、計画的
に催告・呼出を実施した。
　電話催告（年4回、夜間1
回）文書催告（年3回）
　訪問催告（年3回）滞納者呼
出（年3回）
・納付誓約者の納付状況を把
握し、毎月着実に納付させる
よう努めた。納付指導（年3
回）
・生活保護受給中の滞納者に
ついては代理納付を行った。
(253件　7,009,400円）

・年間計画を作成し、計画的
に催告・呼出を実施した。
　電話催告（年6回、その内夜
間1回）、文書催告（年3
回）、訪問催告（年3回）

・納付誓約者の納付状況を把
握し、毎月着実に納付させる
よう努めた。納付指導（年10
回）

・生活保護受給中の滞納者に
ついては、代理納付を行っ
た。（295件、8,563,520円）

・年間計画を作成し、計画的
に催告・呼出を実施した。
　電話催告（年8回、その内夜
間2回）、文書催告（年2
回）、訪問催告（年3回）

・納付誓約者の納付状況を把
握し、毎月着実に納付させる
よう努めた。納付指導（年10
回）

・生活保護受給中の入居者に
ついては取組みを強化し、代
理納付による納付を関係各課
に働きかけた。（608件、
17,424,480円）

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い

て ・債権管理連絡会と連携し、
弁護士による私債権の整理・
回収を継続的に行った。

・債権管理連絡会と連携し、
弁護士による私債権の整理・
回収を継続的に行った。

・債権管理連絡会と連携し、
弁護士による私債権の整理・
回収を継続的に行った。

・債権管理連絡会と連携し、
高額滞納者へ法的措置（弁護
士に委任）を実施し、住宅か
らの自主退去へ至った。

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付
機
会
の
拡
大

等
）

・初期滞納者へは電話催告セ
ンターを利用した。（年6回）
・納付困難者に対する分割納
付
（66件　2,790,400円）
・収入未申告者とならないよ
う収入報告書の提出を徹底し
た。

・初期滞納者へは電話催告セ
ンターを利用した。（年6回）
・納付困難者に対する分割納
付
（49件　4,877,600円）
・収入未申告者とならないよ
う収入報告書の提出を徹底し
た。

・初期滞納者へは電話催告セ
ンターを利用した（年5回）

・納付困難者に対する分割納
付
（45件、3,271,920円）
・収入未申告者とならないよ
う収入報告書の提出を徹底し
た。

・初期滞納者へは電話催告セ
ンターを利用した。（年6回）

・納付困難者に対する分割納
付
（60件、4,564,140円）

・収入未申告者とならないよ
う収入報告書の提出を徹底し
た。
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１．収納の現況

（１）推移 単位：千円

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

現  調 定 額 152,440 130,446 149,138 159,634 650,085

年  収入済額 151,306 129,489 148,142 158,486 643,708

分  収 納 率 99.3% 99.3% 99.3% 99.3% 99.0%

滞  調 定 額 6,149 5,344 4,903 4,729 4,482

繰  収入済額 865 766 615 817 508

分  収 納 率 14.1% 14.3% 12.5% 17.3% 11.3%

 調 定 額 158,589 135,790 154,041 164,363 654,567

計  収入済額 152,171 130,256 148,757 159,303 644,216

 収 納 率 96.0% 95.9% 96.6% 96.9% 98.4%

1,074 631 555 578 389

5,344 4,903 4,729 4,482 9,962

155 139 156 152 513

（２）目標及び実績 単位：千円

目標 実績 目標 実績
収納率 99.0% 99.3% 99.0% 99.3%
収入額 138,313 129,489 138,313 148,142

収入未済額 1,383 957 1,383 996
滞 収納率 9.0% 14.3% 9.0% 12.5%
繰 収入額 526 766 499 615

目標 実績 目標 実績
収納率 99.0% 99.3% 99.4% 99.0%
収入額 138,313 158,486 689,846 643,708

収入未済額 1,383 1,148 4,164 6,377
滞 収納率 9.0% 17.3% 17.3% 11.3%
繰 収入額 472 817 775 508

中学校給食費 教育委員会事務局
学校健康推進課

所管課名

平成27年度

平成29年度

対象債権名

　不納欠損額

　収入未済額計

　滞納者数

現
年

平成28年度
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現
年
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(千円） 現年分収納の推移 

 調 定 額 

 収入済額 

 収 納 率 

補足説明 
 
平成29年度からの給
食費公会計化（玉川
中学校、芦花中学校
を除く全中学校）に
伴い、給食費対象校
が拡大し、調定額と
収入額が増加 
した。 
(それに伴い平成29
年度の目標値につい
てはプラン策定当初
の数値から修正し
た。） 
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３．目標実現に向けた取組み

26年度の取組み内容と実績 27年度の取組み内容と実績 28年度の取組み内容と実績 29年度の取組み内容と実績

回
収
困
難
な
債
権
の
履
行
確
保
に
つ
い
て

・電話催告、訪問徴収の機会
を通じ、分割納付に繋げた。
・納付相談にも応じない滞納
者について、弁護士名による
催告等を行った。（9件）
・臨戸訪問を行い、納付につ
なげた。（43件訪問、徴収8
件、53,847円、納付計画7件）

・電話催告、訪問徴収の機会
を通じ、分割納付に繋げた。
・納付相談にも応じない滞納
者について、弁護士名による
催告等を行った。（11件）
・臨戸訪問を行い、納付につ
なげた。（32件訪問、徴収2
件、35,000円、納付計画2件）

・電話催告、訪問徴収の機会
を通じ、分割納付に繋げた。
・納付相談にも応じない滞納
者について、弁護士名による
催告等を行った。（9件）
・訪問徴収を行い、納付につ
なげた。（32件訪問、徴収2
件、9,981円、納付計画1件）

・電話催告の機会を通じ、全
額または一部納付に繋げた。
・納付及び納付相談にも応じ
ない滞納者について、弁護士
による催告等を行った。（10
件）
・訪問徴収を行い、納付に繋
げた。（35件訪問、徴収2件
7,739円、納付計画3件）

そ
の
他
の
方
策
に
つ
い
て
（

納
付
機
会
の
拡
大
等
）

・児童手当の支給時期に合わ
せ、支払いを促す催告を行
い、徴収の強化を図った。
（年2回）
・就学援助制度について周知
し、学務課と連携したうえ
で、受給者の給食費を就学援
助費から充当することによ
り、未納の発生を抑えた。

・児童手当の支給時期に合わ
せ、支払いを促す催告を行
い、徴収の強化を図った。
（年2回）
・就学援助制度について周知
し、学務課と連携したうえ
で、受給者の給食費を就学援
助費から充当することによ
り、未納の発生を抑えた。
・給食費の口座振替登録を積
極的に促し、収納率の向上に
つなげた。

・就学援助制度について周知
し、学務課と連携したうえ
で、受給者の給食費を就学援
助費から充当することによ
り、未納の発生を抑えた。
・給食費の口座振替登録を積
極的に促し、高収納率の確保
につなげた。
・児童手当の支給時期に合わ
せ、支払いを促す催告を行
い、徴収の強化を図った。
（年2回）

　平成29年度からの給食費公
会計化に伴い、給食費対象校
が拡大したことを踏まえ、現
年徴収を基本として以下のと
おり取り組んだ。
・給食費の口座振替登録が完
了してない保護者に対して、
提出の再周知を依頼するな
ど、口座振替登録を積極的に
促した。
・就学援助制度について周知
し、学務課と連携したうえ
で、受給者の給食費を就学援
助費から充当することによ
り、未納の発生を抑えた。

２．29年度実績に対する評価

　中学校給食費について、平成28年度までは、共同調理場方式の中学校を対象に債権管理を行ってきた。その他の学校の給食費に
ついては、学校ごとに徴収・管理を行ってきた。平成29年度からは、教育委員会が一括して徴収・管理する給食費の公会計化に移
行することとし、玉川中学校と芦花中学校を除く中学校27校を対象として、債権管理を開始した。
　このことにより、現年分の調定額については、650,085千円と前年度比で、490,451千円の増額（約4倍）となり、収入済額も
643,708千円と前年度比で、485,222千円の増額となった。この収納率の目標及び実績について、現年分は目標99.4％に対して、
99.0％の実績で、滞納繰越分が目標17.3％に対して、11.3％の実績となった。
　平成29年度の取組みとしては、まず、保護者に対して給食費は教育委員会が一括して徴収・管理を行うことになったことを周知
し、改めて、口座振替登録の手続きの必要があるため、その手続きが完了していない保護者には、積極的に口座振替登録の勧奨を
した。
　現年の未納者に対しては、毎月の文書送付や、学校を通じ保護者面談時に担任から未納通知を手渡してもらい納付勧奨を行っ
た。また、夜間の電話催告は、これまでの年1回から年2回に増やすなど、対策を強化し納付を促した。一方、滞納繰越分について
は、文書での定期的な催告に加え、訪問徴収を行うなど、さまざまな取組みを推進した。さらに、債権管理担当と連携を図り債権
整理を行うとともに、弁護士からの催告により、複数の滞納者について、計画的な納付誓約が確認でき、それに基づき納付が履行
された。
　今後とも、口座振替登録の勧奨を行うとともに、現年分、滞納繰越分ともにさまざまな手法や催告による徴収の取組みを継続し
ていく。

督
促
・
催
告
な
ど
徴
収
強
化
の
方
策
に
つ
い
て

・現年の未納者に対しては、
毎月未納額を通知し、確実に
収納できるように取組んだ。
（月1回、年12回）
・在校生に対しては、学校を
通じて催告書を手渡し（10月
1回）、保護者面談時には担任
から保護者へ直接手渡しを行
い、納付を促した。（11月～
12月　1回）
・事業者による電話催告を実
施し、納付を促した。（2月
1回）
・過年度滞納分については、
定期的に文書での催告を行
い、訪問徴収を行った。

・現年の未納者に対しては、
毎月未納額を通知し、確実に
収納できるように取組んだ。
（月1回、年12回）
・在校生に対しては、学校を
通じて催告書を手渡し（10月
1回）、保護者面談時には担任
から保護者へ直接手渡しを行
い、納付を促した。（11月～
12月　1回）
・事業者による電話催告を実
施し、納付を促した。（2月
1回）
・過年度滞納分については、
定期的に文書での催告を行
い、訪問徴収を行った。

・現年の未納者に対しては、
毎月未納額を通知し、確実に
収納できるように取組んだ。
（月1回、年12回）
・在校生に対しては、学校を
通じて催告書を手渡し（10月
1回）、保護者面談時には担任
から保護者へ直接手渡しを行
い、納付を促した。（11月～
12月　1回）
・事業者による電話催告を実
施し、納付を促した。（2月
1回）
・過年度滞納分については、
定期的に文書での催告を行
い、訪問徴収を行った。

・現年の未納者に対しては、
毎月未納額を通知し、確実に
収納できるように取組んだ。
（月1回、年12回）
・在校生に対しては、臨時で
催告書を郵送し、保護者面談
時に担任から保護者へ直接手
渡し（12月 1回）、学校を通
じて未納通知を手渡し、納付
を促した。（3月 1回）
・事業者による電話催告を2回
に増やして実施し、納付を促
した。（10月及び2月 2回）
・過年度滞納分については、
定期的に文書での催告を行
い、訪問徴収を行った。
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